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〔Ⅰ〕次の文章を読み，問�および問�に答えなさい。

販売または製造のために保有する商品，製品，（  ）などの資産を棚卸資産という。棚卸資産を購入した場合には，購入

代価に引取運賃や購入手数料などの（  ）を加えた金額を取得原価とする。

適正な（  ）計算を行うためには，資産の取得原価を当期の費用と次期以降の費用とに配分する必要がある。これを

（  ）の原則という。商品の場合であれば，期首商品棚卸高と（  ）高の合計のうち外部に販売された部分が当期の費用

（払出価額）となり，損益計算書に（  ）として表示される。また，販売されなかった部分は次期に繰り越され（期末商品棚

卸高），商品として貸借対照表に表示される。

問 １ 文中の（ ）内のからに当てはまる語を答えなさい。

問 ２ 棚卸資産の払出価額および期末商品棚卸高を決定するためには数量および単価の計算が必要となる。単価の計算方法を

�つあげなさい。

〔Ⅱ〕次の取引を仕訳しなさい。なお，商品売買の処理には�分法を用いること。

（�） 関西商店は，電子記録債権￥３７０，０００を取引銀行で割り引くために電子債権記録機関に譲渡記録の請求を行い，割引料

￥６，４００を差し引かれた手取金が当社の普通預金口座に振り込まれた。

（�） 愛知商店は，額面￥２，０００，０００の国債（満期１０年）を￥１００につき￥９８で購入し，代金は買入手数料￥２０，０００と共に

普通預金口座から支払った。なお，愛知商店はこの国債を満期まで保有するつもりはなく，時価の変動により利益を得る

つもりもない。

（�） 北海道商店は，九州商店に商品￥４００，０００を売り上げ，内金￥１００，０００を差し引いた残額は掛けとした。なお，送料

￥３０，０００（北海道商店負担）は現金で支払った。

（�） 東北商店は，得意先の仙台商店に事務用に使用していたコピー機（取得原価：￥２００，０００ 減価償却累計額：

￥１６０，０００）を当期首に￥５０，０００で売却した。なお，代金は月末に受け取る約束をした。

（�） 関東株式会社は，発行済の自社株式のうち５０株を�株につき￥５０，０００で取得し，代金は買入手数料￥８０，０００ととも

に普通預金口座から支払った。
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〔Ⅲ〕次の（資料）は，小売業を営む株式会社 X社の総勘定元帳の勘定残高の一部である。この（資料）に基づいて，（�）から（�）

の金額を答えなさい。

（資料）

繰越利益剰余金 ￥３１５，０００ クレジット売掛金 ￥３８０，０００ 配 当 平 均 積 立 金 ￥ ５６，０００

買 掛 金 ２６０，０００ 現 金 預 金 ３２０，０００ 貸 倒 引 当 金 ９，０００

借 入 金 ７００，０００ 資 本 準 備 金 ２００，０００ 備品減価償却累計額 １４０，０００

備 品 ３５０，０００ 仮 受 金 ６，０００ 資 本 金 ８，０００，０００

未払法人税等 ３４，０００ 新 株 予 約 権 １１０，０００ 利 益 準 備 金 ２５７，０００

新 築 積 立 金 ８０，０００ 自 己 株 式 ２２２，０００ 電 子 記 録 債 務 ４４０，０００

（�） 負債

（�） 株主資本

（�） その他利益剰余金

（�） 純資産

〔Ⅳ〕次の（資料�）および（資料�）に基づき，Y商事株式会社（決算年�回）の精算表の（ ）内のからに当てはまる金額ま

たは語を答えなさい。なお，決算日は２０２５年�月３１日である。

（資料�） 決算にあたり調査した結果，次のことが判明した。

１ 仮払金￥６０，０００は，従業員負担の保険料を立て替え払いしたものであった。

２ 現金の実際有高は￥２３４，４００であり，帳簿残高よりも￥５，０００少なかった。その原因として，切手代（使用済み）

￥４，７００が記帳漏れであることが判明した。なお，残額は不明である。

（資料�） 決算整理事項は次のとおりである。

１ 期末商品棚卸高は￥１４１，０００である。なお，売上原価は仕入の行で計算すること。

２ 売掛金の残高に対して�％の貸し倒れを見積もる。差額補充法によること。

３ 備品について定額法により減価償却を行う。

備品（取得原価：￥４５０，０００ 耐用年数：�年 残存価額：零（�））

４ 家賃は，毎年�月�日に向こう�年分を支払っており，過去�年間同一額であったが，２０２４年�月�日より月額

￥５，０００値上がりした。

５ 借入金￥４２０，０００は，２０２４年	月�日に年利率�％，２０２５年�月３１日返済の契約で仕入先から借り入れたものである

が，利息は返済時にまとめて支払う契約であるので，利息を見越し計上する（月割りで計算する）。
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精 算 表

２０２５年�月３１日 （単位：円）

勘 定 科 目
試 算 表 整 理 記 入 損 益 計 算 書 貸 借 対 照 表

借 方 貸 方 借 方 貸 方 借 方 貸 方 借 方 貸 方

現 金 ２３９，４００

普 通 預 金 ４１３，９００

売 掛 金 ７１０，０００

貸 倒 引 当 金 ２，０００ （  ）

繰 越 商 品 １１３，０００

仮 払 金 ６０，０００

備 品 ４５０，０００

備品減価償却累計額 １８０，０００ （  ）

買 掛 金 ５３８，３００

借 入 金 ４２０，０００

資 本 金 １，０００，０００

繰越利益剰余金 １６９，０００

売 上 １，０２４，０００ １，０２４，０００

仕 入 ３７９，０００ （  ）

給 料 ２８５，０００

水 道 光 熱 費 ８１，０００

消 耗 品 費 ３２，０００

支 払 家 賃 ５７０，０００ （  ）

３，３３３，３００ ３，３３３，３００

（  ） ６０，０００

（  ） ４，７００

（ ） ３００

貸倒引当金繰入

減 価 償 却 費

（ ）家 賃

支 払 利 息 （  ）

（  ）利 息

当 期 純 損 失 （  ） （  ）

（  ） （  ）
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